
◎付託議案説明資料

　　○第８７号議案

　　　令和６年度島根県一般会計補正予算（第１号）[関係分]

（政策企画監室）・・・・・　　Ｐ１

◎報告事項

　　○県及び市町村における審議会等への女性の参画率について

（女性活躍推進課）・・・・　　Ｐ２

　　○統計調査員に関する市町村実態調査について

（統計調査課）・・・・・・　　Ｐ４

令和６年６月２６日・２７日

政　策　企　画　局

総　務　委　員　会　資　料



【 第８７号議案 】

　　（令和６年度６月補正予算 ）

　　（ 政 策 企 画 局 ）

【 歳 出 】 （単位：千円）

款 項 目

 政 策 企 画 監 室 362,716 0 362,716

 女 性 活 躍 推 進 課 571,606 0 571,606

 秘 書 課 133,125 691 133,816

１ 特別職給与費 39,003 691 39,694 ２ １ １

 広 聴 広 報 課 455,601 0 455,601

 統 計 調 査 課 436,178 0 436,178

 政 策 企 画 局　　合　計 1,959,226 691 1,959,917

事　　業　　名
補正前の額

（A）
補 正 額
（B）

計
（A)＋(B）

概　　　　要

令和６年度島根県一般会計補正予算（第１号）［関係分］

予算科目

令和６年６月２６日・２７日

総 務 委 員 会 資 料

政策企画局政策企画監室

特別職　2人
［財 源］ 　　県    691
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女性の参画率

うち休止中、
委員不在等

うち女性
（人）

（％）

政策企画局 2 0 38 20 52.6

総 務 部 9 0 58 29 50.0

防 災 部 6 3 213 90 42.3

地域振興部 4 1 42 18 42.9

環境生活部 14 2 183 95 51.9

健康福祉部 30 3 393 180 45.8

農林水産部 14 3 96 45 46.9

商工労働部 6 3 30 14 46.7

土 木 部 15 0 162 75 46.3

出 納 局 1 0 4 2 50.0

企 業 局 1 0 10 6 60.0

教育委員会 17 4 165 87 52.7

警 察 本 部 2 0 94 48 51.1

合　 計 121 19 1,488 709 47.6

〈参考〉

令和５年４月１日 122 21 1,479 696 47.1

令和４年４月１日 121 22 1,483 706 47.6

〇 今後の取組

※数値には、審議会等への女性の参画推進要綱第３条により適用除外とした審議会等（４審議

　画率５０％達成に向けて取り組んでいく。

　会等）は含まない。

　　第４次島根県男女共同参画計画に基づき、審議会等全体での女性の参

 　【参考】第４次島根県男女共同参画計画における数値目標（令和８年度）

部　局　名

県及び市町村における審議会等への女性の参画率について

令和６年６月２６日・２７日
総 務 委 員 会 資 料
政策企画局女性活躍推進課

１．　県

令和６年４月１日現在

委員実数（人）審議会等数

 　　　　　県の審議会等への女性の参画率　…　５０％
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〈参考〉

女性の参画率

目標年度 数値 (%)
うち女性を
含む審議会等

うち女性
（人）

（％）

松 江 市 R8 40 94 94 1,185 443 37.4 36.7

浜 田 市 R9 40 36 28 473 129 27.3 28.4

出 雲 市 R8 40 53 50 888 275 31.0 30.1

益 田 市 R7 40 54 48 826 249 30.1 29.0

大 田 市 R9 40 49 46 599 227 37.9 35.9

安 来 市 R6 40 48 36 630 160 25.4 25.8

江 津 市 R8 40 43 39 552 171 31.0 31.3

雲 南 市 R6 40 43 39 480 136 28.3 28.6

420 380 5,633 1,790 31.8 31.4

奥 出 雲 町 R8 40 27 21 307 75 24.4 23.7

飯 南 町 R8 40 14 13 153 44 28.8 28.8

川 本 町 R8 40 25 20 228 56 24.6 24.4

美 郷 町 R8 40 25 17 257 40 15.6 16.5

邑 南 町 R8 30 38 28 553 121 21.9 22.5

津 和 野 町 R10 40 44 37 473 103 21.8 22.3

吉 賀 町 R8 40 22 17 210 71 33.8 31.0

海 士 町 R12 40 18 13 152 21 13.8 14.5

西 ノ 島 町 R10 30 23 19 163 37 22.7 19.7

知 夫 村 R13 40 15 10 90 21 23.3 20.0

隠岐の島町 R8 40 30 23 336 69 20.5 22.2

281 218 2,922 658 22.5 22.5

701 598 8,555 2,448 28.6 28.3

〈参考〉

692 589 8,390 2,373 28.3

680 569 8,452 2,288 27.1

２．　市町村

令和６年４月１日現在

市町村名
目標 審議会等数

令和５年４月１日

市   計

令和５年
４月１日
（％）

令和４年４月１日

町村計

合　計

委員実数（人）
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統計調査員に関する市町村実態調査について 
 

１.現状と課題 

・  統計調査員（以下、調査員という）は、総務大臣または都道府県知事から任命され 

る非常勤の公務員として、国勢調査など、統計法（平成 19 年法律第 53 号）に定めら 

れた基幹統計等の調査に従事する。具体的な仕事は、調査対象である世帯や事業所な 

どに調査票を配布し、調査の趣旨や内容などについて説明を行う。その後、記入され 
た調査票を回収し、その点検・整理などを行う。 
 

・  統計調査の事務は都道府県と市町村に委託され、多くの調査で市町村が調査員確保 
の実務にあたっている。 
 

・  来年（令和 7年）には、２月１日を期日とする「農林業センサス」、10 月１日を期 

日とする「国勢調査」の２つの大規模調査が控えており、このような大規模調査では、 

島根県内だけで数千人の調査員が必要となるが、県内市町村からは「調査員確保が難 

しい」との声が聞かれる。 

 

 

２.調査の概要 

・ 目  的：調査員確保の現状、及び、統計調査の課題等について実態を把握し、国 

        に対し改善を要望するための基礎資料とする 

・  実施主体：島根県 政策企画局 統計調査課 

・  調査対象：島根県内 19 市町村（統計主管課） 

・  調査方法：別添調査票による聞き取り調査（直接訪問及びリモート） 

・  調査期間：令和６年５月８日（水）～５月 27 日（月） 

 

 

３.調査結果 

(1)  統計調査員確保の現状について 

 
    ※他の手段で最も多いのが行政職員で 14 市町村、次いで自治会（町内会）等が９市町村 

 

(2) 過去の統計調査での確保状況について 

・ 過去４年間の統計調査で「調査員が確保できていない」と回答されたうち、松江 

 市が最も深刻で、令和２年国勢調査は 1,213 人の調査員が必要とされたが、確保で 

 きたのは 107 人のみで、1,106 人が不足した。このうち 849 人を市役所職員や自治 

 会（町内会）、業務委託など他の手段で対応した。また、通常ひとり１～２調査区 

 担当するところを、３調査区以上担当した例もあった。  

回答
市町村数

回答市町村の
合計人口(人)

人口比率

0 - -

5 37,576 5.8%

14 606,234 94.2% 3.確保できていないため、他の手段で対応している

 1.十分確保できている

 2.苦労しているが、調査員を確保できている

令和６年６月 26 日・27 日 
総 務 委 員 会 資 料 
政策企画局統計調査課 
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(3) 統計調査員確保の将来見込みについて（人口減少や人手不足の状況を鑑みて） 

 
   

 

４.統計調査員確保が困難な主な要因 

(1) 精神的負担が大きい 
・不在宅や居留守が多く、調査世帯との面会が困難（訪問回数の増加） 

・個人情報保護や防犯意識の高まりにより、調査員は警戒され、回答拒否が増加 

・調査制度の認知不足により、調査世帯への説明に苦心 

 

(2) アナログな作業が多い 
     ・調査区地図は手作り、名簿作成のため一軒一軒訪問、調査票は対面で手渡し、など 

 

(3) 調査員報酬が低い 

 

 

５.今後の対応 

基準日を決めて大量の調査員を雇い、戸別訪問して対面調査するという現行の統計 

手法が時代に合わなくなっている。紙による訪問調査ではなく、マイナンバーの活用 

や、調査の依頼及び回答を完全にオンラインで行うなど、デジタル技術を活用した方 
法に転換していく見直しが必要。 
  
これは、島根県に限った事ではなく、全国的にも同様の状況ではないかと考えられ 

るため、全国の都道府県と連携して、国において「統計手法の抜本的改革」を検討さ 

れるよう強く求めていく。 

 

 

 

＜参考＞ 全国の調査状況 

 島根県が「統計調査員に関する市町村実態調査」を行うのは、今回が初めて。 

   また、今回の調査に際し、全国の都道府県に向けて過去に同様の調査を実施したこ 

とがあるかどうか尋ねたところ、６自治体から「実施あり」との回答があった。 

 ６自治体それぞれ直近では、平成 30 年度、令和３年度、令和５年度、令和６年度 

に調査されており、結果はいずれも公表されていないため、調査結果を公表するのは、 

今回の島根県が初めてと見られる。 

回答
市町村数

回答市町村の
合計人口(人)

人口比率

 1.確保できる見込み 3 10,774 1.7%

 2.確保に苦労することが予想されるが、他の手段
　 で対応できる見込み

13 380,413 59.1%

 3.国が想定する配置基準では確保することが困難 3 252,623 39.2%

 1.確保できる見込み 2 6,843 1.0%

 2.確保に苦労することが予想されるが、他の手段
　 で対応できる見込み

3 8,779 1.4%

 3.国が想定する配置基準では確保することが困難 14 628,188 97.6%

令和12年
国勢調査

令和７年
国勢調査
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１．統計調査員確保について（現状）

（１）□十分確保できている

（２）□苦労しているが、民間調査員を確保できている

（３）□確保できていないため、他の手段で対応している

（４）（３）の場合、どのような手段で対応されていますか？

　　　　□行政職員が調査員の業務にあたっている

　　　　□自治会(町内会)が調査員の業務にあたっている

　　　　□その他

（５）（４）で、行政職員や自治会(町内会)が調査員業務に当たっている場合の
　　　　問題点（自由記述）

＜令和５年住宅・土地統計調査（県内調査員565人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

（４）□調査自体の該当なし

＜令和４年就業構造基本調査（県内調査員572人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

（４）□調査自体の該当なし

＜令和３年経済センサス－活動調査（県内調査員399人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

＜令和２年国勢調査（県内調査員約4,500人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

＜令和５年住宅・土地統計調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

＜令和４年就業構造基本調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

＜令和３年経済センサス－活動調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

＜令和２年国勢調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

統計調査員に関する市町村実態調査 調査票

２．過去の調査での確保状況について

３．過去の調査での任期中の中途辞退者について

市町村名：         

参考
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＜令和７年国勢調査＞

（１）□確保できる見込み

（２）□確保に苦労することが予想されるが、他の手段で対応できる見込み

（３）□国が想定する配置基準では確保することが困難

＜令和12年国勢調査＞

（１）□確保できる見込み

（２）□確保に苦労することが予想されるが、他の手段で対応できる見込み

（３）□国が想定する配置基準では確保することが困難

８．登録統計調査員について（令和６年４月１日現在）

（１）調査員数　　　　人

（２）うち、６５歳以上の人数　　　　人

（１）□あり　　□なし

　※【ありの場合】

（２）名　　称　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（３）活動内容

４．統計調査員確保の将来見込みについて（人口減少や人手不足の状況を鑑みて）

９．市町村独自の統計調査員組織について

５．統計調査員確保について、独自に取り組まれていること（自由記述）

６．現状の統計調査の課題（自由記述）

７．島根県や国に対しての要望（自由記述）
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